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外国で特許を取得するには？

１．工業所有権の保護に関する条約

（パリ条約）

２．優先権制度（パリ優先権）

３．特許協力条約（ＰＣＴ）に基づく国際出願

４．特許審査ハイウエイ（ＰＰＨ）

５．ブダペスト条約(微生物の国際寄託)
６．各国の特許制度比較



外国特許庁への出願

パリ条約上の優先権主張、
国内優先権主張可能１２か月

Ａ国特許庁

Ｂ国特許庁

Ｃ国特許庁



優先権制度とは
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国内優先出願を基礎とする優先権主張
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前回の復習－１

各出願で加わった新規事項を優先権主張



ＰＣＴ出願のメリット

①１つの出願書類で複数国に対し国際出願日を確保

②出願言語が日本語又は英語

③願書は国際出願様式のみ、優先権書類も１通

④国際調査報告、国際調査見解書又は国際予備審査報告を特許性の判断に活用

⑤指定国への国際移行までに優先日から３０か月の猶予期間

⑥パリ優先権、国内優先権の主張可能

⑦国際出願での補正、訂正は、各指定国に全て反映

自国特許庁

=受理官庁
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我国への出願の種類
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秘密にできる期間は1年半



１年 １年半 ３年出
願

・国内優先出願？

・PCT出願？

・どの国が必要？
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優先権主張
期限

公開時期 審査請求期限

・他の出願は？

・出願の放棄

（公開されない）

審査請求する価
値があるか？

タイムリミットの設定

出願２

PCT出願

× ×

他社の参入してこない期間

常に時間軸
を意識！

年金を払い続
ける価値があ
るか?
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特許審査ハイウエイ

＜特許庁HPより＞

特許審査ハイウエイ
（PPH)

PPH MOTTAINAI
(試行)



ブダペスト条約による国際寄託制度
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新規性喪失の例外規定の比較

新規性喪失
例外規定

対象 期間 証明書
提出

日本 ○ 制限なし
意に反する公知

出願日前
６ヶ月

出願日か
ら３０日

米国 ○ 制限なし
本人による開示、本人
開示後の他人の開示

出願日
（優先日）
前１年

不要

欧州 △ 特定の国際博覧会 出願日前
６ヶ月

出願日か
ら４ヶ月

中国 △ 特定の博覧会、
特定学会、
意に反する公知

出願日
（優先日）
前６ヶ月

出願日か
ら２ヶ月

諸外国の特許制度の比較（１）



先後願の考え方の相違

先後願関連
規定条文

特徴

日本 ２９条の２ 出願人同一、発明者同一に適用されない
（ダブルパテントは拒絶：§３９）

米国 102条（ｂ）
（２）（Ｃ）

出願人同一に適用されない
（ダブルパテントは拒絶）

欧州 54条（３） 絶対新規性
自己の出願によっても拒絶

中国 22条 絶対新規性
自己の出願によっても拒絶

諸外国の特許制度の比較（２）



今日のポイント

１．パリ条約三大原則

①内国民待遇の原則

②各国工業所有権独立の原則

③優先権制度

２．パリルートとＰＣＴルート

３．ブダペスト条約上の国際寄託と国内寄託

４．諸外国の特許制度の大きな相違点

①新規性例外規定の有無

②先願明細書中の記載が新規性違反となるか


